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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 100,805 △2.5 656 △35.9 1,001 6.9 733 －

2021年３月期第３四半期 103,340 △5.9 1,025 － 936 － 27 －

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 1,004百万円（160.4％） 2021年３月期第３四半期 385百万円（－％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 25.93 25.87

2021年３月期第３四半期 1.41 1.41

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 71,829 15,927 22.1

2021年３月期 67,357 14,923 22.0

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 15,865百万円 2021年３月期 14,841百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00

2022年３月期 － 0.00 －

2022年３月期（予想） － －

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 140,000 2.8 1,500 75.0 1,000 9.9 500 － 17.68

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無
２．2022年３月期の配当金額については未定であります。

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 28,277,620株 2021年３月期 28,277,620株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 47株 2021年３月期 47株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 28,277,573株 2021年３月期３Ｑ 19,295,141株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注 

記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料７ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注

記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご参照ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関

する定性的情報 (３)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021年３月26日）を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しております。そのため、以下の経営成績に関する記載については、増減額及び前年同期比(％)を記載せ

ずに説明しております。収益認識会計基準等の適用の詳細については、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間の世界経済の状況は、先進国を中心としたワクチン接種の普及により経済活動が正常

化した結果、景気回復が進みました。一方で、米中貿易摩擦の長期化、半導体をはじめとする部材の供給不足によ

る景気への影響が懸念されております。わが国においては、10月には新型コロナウイルスが収束し緊急事態宣言が

解除されたものの、再び感染力の強い新たな変異株が出現したことにより、依然として経済活動に一定の制約が課

せられる懸念が続いております。

　これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,008億５百万円となりました。損益面においては、営業

利益は６億56百万円（前年同期は10億25百万円の営業利益）、経常利益は10億１百万円（前年同期は９億36百万円

の経常利益）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は７億33百万円（前年同期は27百万円の親会社株

主に帰属する四半期純利益）となりました。

　当社グループは、ＥＭＳ事業とその他の事業を営んでおりますが、ほとんどがＥＭＳ事業のため、セグメント情

報の記載を省略しております。

　なお、ＥＭＳ事業の製品分野別の売上高とその他の事業の売上高は以下のとおりであります。売上高の金額につ

いては、連結相殺消去後の数値を記載しております。

①　ＥＭＳ事業

　当社グループの主たる事業であるＥＭＳ事業の売上高は1,003億30百万円となりました。製品分野別の業績の

概況は次のとおりであります。

（車載機器）

　半導体不足の影響による自動車メーカーの減産、一部地域における新型コロナウイルス感染症再拡大の影響に

よる回復の遅れはあるものの、電動自動車向けの電動コンプレッサー向け部品、パワーコントロールユニット、

DC-DCコンバーター等の製品が伸長し、売上高は612億４百万円となりました。

（産業機器）

　先端技術投資や生産能力増強投資、5G関連需要が伸長し、中国では省エネ政策にともなう需要が拡大している

状況ではあるものの、一部のFA機器の取り扱い終了により、売上高は156億44百万円となりました。

（ＯＡ機器）

　複合機向けの製品において、ベトナムにおける主要顧客工場の新型コロナウイルス感染症による操業停止の影

響があったものの、中国における主要顧客の取扱高が伸長したこと、好調な在宅需要が続いたことにより、売上

高は217億86百万円となりました。

（コンシューマー製品）

　日系既存顧客からの受注減少により、売上高は７億52百万円となりました。

（情報通信機器）

　光ピックアップ関連製品の生産終了により、当第３四半期連結累計期間の売上高はございません。

（その他）

　アミューズメント機器が主な製品であり、売上高は９億41百万円となりました。

- 2 -



②　その他の事業

　人材派遣業の売上高は４億74百万円となりました。

（２）財政状態に関する説明

資産、負債、純資産の状況

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は718億29百万円（前連結会計年度末比44億71百万円増加）となり

ました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少、棚卸資産の増加によるものであります。

　負債につきましては、559億１百万円（前連結会計年度末比34億67百万円増加）となりました。これは主に、買

掛金の減少、短期借入金の増加、長期借入金の増加によるものであります。

　純資産につきましては、159億27百万円（前連結会計年度末比10億４百万円増加）となりました。これは主に、

利益剰余金の増加、為替換算調整勘定の増加によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　連結業績予想につきましては、2021年５月17日に公表いたしました数値から変更はありません。業績の見通しの

前提となる為替レートは、１USD＝105円を想定しております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,170 9,474

受取手形及び売掛金 19,017 16,372

製品 1,648 2,054

仕掛品 483 787

原材料及び貯蔵品 15,022 19,975

未収入金 984 686

未収消費税等 1,667 1,685

その他 341 2,539

貸倒引当金 △4 △10

流動資産合計 48,332 53,567

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,243 5,082

機械装置及び運搬具（純額） 6,779 6,643

その他（純額） 5,854 5,800

有形固定資産合計 17,877 17,526

無形固定資産 272 184

投資その他の資産 875 551

固定資産合計 19,025 18,262

資産合計 67,357 71,829

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 26,601 23,406

短期借入金 12,642 16,446

１年内返済予定の長期借入金 1,284 1,099

未払法人税等 158 94

賞与引当金 688 615

製品保証引当金 587 －

その他 4,456 5,531

流動負債合計 46,419 47,193

固定負債

長期借入金 3,925 6,643

退職給付に係る負債 966 901

繰延税金負債 113 107

その他 1,009 1,056

固定負債合計 6,014 8,708

負債合計 52,434 55,901

純資産の部

株主資本

資本金 4,729 4,729

資本剰余金 10,472 10,472

利益剰余金 △83 649

自己株式 △0 △0

株主資本合計 15,118 15,851

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △233 53

退職給付に係る調整累計額 △43 △39

その他の包括利益累計額合計 △277 13

新株予約権 29 29

非支配株主持分 52 32

純資産合計 14,923 15,927

負債純資産合計 67,357 71,829

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

- 4 -



（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 103,340 100,805

売上原価 97,308 95,692

売上総利益 6,031 5,112

販売費及び一般管理費 5,006 4,456

営業利益 1,025 656

営業外収益

受取利息 6 15

受取配当金 1 1

受取地代家賃 198 198

為替差益 160 499

その他 109 97

営業外収益合計 476 812

営業外費用

支払利息 423 254

その他 141 213

営業外費用合計 565 467

経常利益 936 1,001

特別利益

固定資産売却益 6 32

受取保険金 41 －

特別利益合計 48 32

特別損失

固定資産除却損 9 11

固定資産売却損 5 －

減損損失 90 11

課徴金 396 －

特別退職金 52 －

特別損失合計 553 23

税金等調整前四半期純利益 430 1,011

法人税等 396 298

四半期純利益 34 712

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
7 △21

親会社株主に帰属する四半期純利益 27 733

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 34 712

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 0 －

為替換算調整勘定 346 286

退職給付に係る調整額 4 5

その他の包括利益合計 351 292

四半期包括利益 385 1,004

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 377 1,024

非支配株主に係る四半期包括利益 7 △20

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　(税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。顧客から製造委託を受けた有償支給部品取引

については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識していましたが、加工代相当額のみを純額で

収益として認識する方法に変更しております。加えて、買戻し義務のある有償支給により顧客から支給される支

給品の期末棚卸高については、従来は「流動資産」の「製品」及び「仕掛品」並びに「原材料及び貯蔵品」とし

て表示しておりましたが、「流動資産」の「その他」に表示しております。また、当支給品に係る買掛金につい

ては、従来は「支払手形及び買掛金」として表示しておりましたが、「流動負債」の「その他」に表示しており

ます。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期末の製品は１億30百万円、仕掛品は57百万円、原材料及び貯蔵品は21億8百万円減少

し、流動資産のその他は22億95百万円増加しており、支払手形及び買掛金は14億93百万円減少し、流動負債のそ

の他は14億93百万円増加しております。当第３四半期連結累計期間の売上高は67億92百万円減少したものの、売

上原価が67億92百万円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。ま

た、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当該会計基準等の適用が四半

期連結財務諸表に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

 【セグメント情報】

　当社グループは、ＥＭＳ事業以外の事業に関しては重要性が乏しいと考えられるため、セグメント情報の記載

は省略しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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